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(l) C. Booth : Life and Labour of the People in London， 17Vols， 1889-1902 














( 3 ) 
分 類 |食物尺度|支出額
5 d 
成人男子 (18才以上) 100 7. 7. 
男 子 (14才一18才) 85 6. 5. 
女 子(14才以上) 剖 6. 1. 
子 供 (5才一14才) 50 3. 9. 
幼 児 (5才来演) お 2. 6. 
年金受領者 (70才以上) 60 4. 7. 
被sIl，洗濯，灯火貨として16才以上には1人














H.G I i!'i 5 .f:以上 IM 
F I週3.E以上5.Eまで I S 
E I週2.E以上3.EまでIU 







































いるのである。だからボウ レー に 「情勢的な日:準を代表する」 基準を期待するのは，はじめから無理
であったわけである。
(1) A. L. Bowley and A. R. Burnett-Hurst: Livelihood and Poverty， 1915. 
(2) A. L. Bowley and M. H. Hogg: Has Poverty Diminished?， 1925. 
(3) Sir H.し Smith: New Survey of London Life and Labour， 9 Vols， 1930-1935. 
































食 物 怠t 20. 6. 乙れが第2ヨーク調査の新貧乏線である。乙の新貧乏線
家 賃 9. 6. は第1調査における第1次貧乏線に比較すれば，はるかに
衣 sR 費 8. O. 
燃 料 主 4. 4. 
高くなっている。すなわち第l次貧乏線における標準世帯
* 庭 雑 費 1. 8. 
週21志8片より家賃を差引いた17志8片を，1936年の物価
文 イじ 雑 聖堂 9. O. で換算すれば30志7片となるが，ζれと新貧乏線における


























食 物 資 47. 4. 
衣 服 質 Zl. 9. 
燃 料 費 7. 7. 
家庭雑 n 6. O. 
文化維 n 1. 6. 

















(1) 8. S. Rowntree: Poverty and Progress. ASecond Social Survey of Yor註， l'似1.
(2) 8.S. Rowntree: The Human Needs of Labour， 1918， 1937. 
(3) 8.S. Rowntree and G. R. Lavers: Poverty and The Welfare State. A Third Social Survey of 




































(1) F.Zweig: Labour， Life and Poverty， 1948， Chap XX. 
F. Zweig : Men in出ePits， London， 1948. 
5 
とζ ろでアメリカにおいては家計調査はやはり貧乏調査と関連しているが，乙の場合は貧之率の副
定というよりも，むしろζのような調査を通じて生活保準 (Standardof Li v ing )を発見するとい








気)()...4∞ 44.2 104.0 (ー ) に700~8∞ドルで黒字家計iζ転じるをもって， 週収14
紛0..5∞ 44.4 101.8 (ー ) ドJレ，年収728ドルをもって公正生活賃銀 (FairLiv 
50... 600 50.1 101.8 (ー )
ing wage)としたが，乙れに貯蓄をみ乙んで年収800
6∞..7∞ 45.5 100.9 (ー )
70... 800 44.2 99.0 (+) ~ 900ドJレ，すなわち平均水準をもって襟準生活収入
8∞.. 900 45.8 99.3 (+) とみなしている。なお乙の調査で彼女は第7表にみる
90...1∞o 45.8 99.8 (+) 
1側 ...120 43.6 98.3 (+) ようにエンゲル法則の修正を提示している。またl悌6
12∞...15∞ 39.5 97.3 (+) ~7年lζはチェイ ピン( Robert C. Chaipin)がラ
ッセJレセイジ財団の委嘱によってニューヨークの 391
世帯の家計調査を行っているが，その結果れによると調査世帯の 4分の 3 が年収600~1， 100ドルの階
屈に所属している乙とから，標準収入を 825ドルと見積っている。これらのほか1911年にはストレイ
トフ (F. H. Streightoff) 3>は家計のエンゲJレ的な研究の後iζ貯蓄を含まない全国的な労働者世帯
の最低年収を650ドルと計算し. 1913年にはニヤ リング (S.Nearing)引 は槙準年収を750ドルとし








川 |世 帯 数|子 供 数 |平均遇収入|夫平均週収入 |刊の援助君
.. 9.7 67 1. 78 8.76 8.16 2.1 
9.7...14.6 532 2.06 12.42 11.53 3.3 
14.6...19.5 1036 2.46 16.99 15.16 5.4 
19.5...24.3 545 2.88 21. 51 17.14 12.5 
24.3...29.2 437 3.07 26.10 19.11 16.9 
29.2-34.。 224 3.03 31.38 19.14 30.0 
34.0...38.9 131 3.82 36.13 19.98 32.4 
38.9 .. 243 4.20 50.33 22.34 47.7 
















(1) L.B. More: WageEarner.s Budgets， New York， 1907 
(2) R. C. Chapin: The Standard of Living among Workingmen's Families in New York City， 
NewYork， l'鈎9.乙の鮒録』ζJレ・プレ 論ー文の笑釈がある
(3) F. H. Streightoff: The Standard of Living among Industrial Peoples in America， Boston， 1911 
() S. Nearing : Financing the Wage Earner's Family， New York， 1913. 
(5) T. H. Hollander: The Abolition of Poverty， Boston， 1914. 






































































dY .n~X. _，~~ ._.~ K. ， dY X 
乙乙で一般形としてKをdX'Wをyと表現すればwは注'X・7である。乙れが支出の収入弾力性係












(1) R. G. D. AUen and A. L. Bowley: Family Expenditure. A Study of its VariatioD， 1935. 
( 12 ) 
